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l. は じめ に
新産業都市および工業整備特別地域に係る計画事業は, 196卜 1975年度にわたる第 一 次
基本計軌 1976- 1980年度 にわたる第二次基本計画に つ い で, 1981年度に始まる第三次基
本計画が , 現在, 1985年度 にむ けて進展中であるo 国土審議会地方産業開発特別委月食で
は, 1975年以降の 日本経済の産業構造の 著 し い変化に伴 っ て登場した rテク ノ ポ リ ス 構
乱 および r経済の サ ー ビ ス 化 . ソ フ ト化 と い う現段階 にお い て, 第拘次全国紙合開発
計画の 策定を控え, 新鹿 . 工特制度の 問題点を洗 い 直し, 今後の 開発政策の検討を重ねて
い るo こ の 稿は, 筆者が, 1980年以来従事した富山 . 高岡地区産業都市建設計画事業の稔
括的調査 く射水地域研究会 r新港建設と乾 馴ヒが射水地域に及した変容 に関する実証的研
ul
乳l と の 関連もあ っ て, 九州大学に内地研修中に行 っ た九州の 三 つ の 地区 伏分, 不知
火有明大牟軌 延岡地区l の 事例研究を踏まえて, 過去20年に及 ぶ新産業都市計画をめ ぐ
る問題状況の 変化, 特に, くI C アイラ ン ドl と の 関連に つ い て の 意義を試論的に提示 し
たもの である o 軌 引照 および参考 に した文献資料に つ い て は, 稿末に 一 括して記載して
お い た o
2
. 新産業都市計画 の根拠と意義
1955- -1960年は , 我が国 の 経済開発にお ける地域の フ レ ー ム を どう設定するかをめ ぐ っ
て, 大きく揺れた 時期であ っ た o 1960年末, 池田内閣の もとで決着をみ た 咽 民所得倍増
計画A は , 経済 の 高度成長を支える国土開発に つ い て太平洋 ベ ル ト地帯構想を基軸にお い
た o た ゾ , 全国 の所得格差の是正 と いう重要性の 認識から, 計画の後期にお い て , 後進地
域の 重視を折 り込むこ とが付け加えられて い た o だ が , そ の 当時, 地方自治体は工業開発
へ と動き出し, 東京湾および瀬戸内海での 埋立て計画が進展し, そ の 一 部ではすで に着工
されて い たo 民間資本もまた, 集積利益を求めて コ ン ビナ ー トの 設計工事を進め , そう こ
川 こ の 成果は1984年中に ト ヨ タ財団研 究成果出版助成を受 けて 刊行 され るQ
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うして い る間に, ス ケ ー ル メ リ ッ トが高度成長と いう経済環境の 中で出はじめ る, と い っ
た状況があり, 太平洋 ベ ルト地帯に工場群が集中して い っ た .
肝倍増計 軌 は, こうした立地状況に基づ く太平洋 ベ ル ト地帯構想を取り入れた もの で
はあ っ た が, それに つ い て は, 九州 . 四国 . 北陸 . 東北 . 北海道の 地方自治体か らの 反擬
が強く出きれ, 建設省もまた, こ の構想に対する批判的な見解を示 し, 経済企画庁の 総合
開発局を中心にして , 1962年に 町全国絶食開発計画皿 く旧金糸釦 として取りまとめ られた o
こ の計画手法は, か つ て の 国土総合開発法 く19503Fl における特定地域開発計画の 考え方
を受け継 い で い る と言われてお り, 所得倍増計画 に盛られた
r太平洋 ベ ル ト地帯構 軌 と
思想を異にするもの で, 全国的に開発を拡げて, 九 ブ ロ ッ ク ごとに計画を樹立 して い くも
の としたo こ れ は , 太平洋 ベ ル ト地帯構想 - の 後進諸県か らの 非難を緩和して,
r地域格
差の是正J を正面に打ち出すこ と によ っ て, 政府部内の 開発計面 へ の 統
一 性を図りなが
ら, 所得倍増計画が目論んだ r公共投資の効率 仙 を満足させ ようとする妥協の 産物であ
く21
る.
同計画では, 地域格差解消の 開発戦略として ,
r過密地域J r整備地域J および今後の 開
発を要する r開発地 軌 の 三 つ に地域概念を分 けて お り , 後進地域ブ ロ ッ ク は
r開発地
軌 と名づ けられて, r大都市の外部経済の 集積の 利益を享受する こ と が薄 い J と言う状
況規定を行 っ て い る o そして, こ の地域 - の 開発戦略として , く1慨成大都市と幹線交通路
で結ばれ, 行政機能 . 金融および卸売り機能, 高度の文化お よび教育機能を集中的に持 つ




ほ校 地条件に恵まれた地区に臨海性装置工業を誘致するこ と で, 工業集積が可能な大規模
■ ■ ■ t
の 工業都市を育成する o
く3洛 ブ ロ ッ ク ご と の 中心都市と工業都市とが相互 に相乗効果をも つ こ とをも っ て軸とし,
そ の他 の 地方ブ ロ ッ ク にお ける中心都市 . 工業都市 . 観光都市等と有機的に連絡させ , 棉
互に影響させると 同時に, 周辺農林漁業に好影響を及 しなが ら, 連鎖反応的に発展させ て
行く, と され たo こ の r開発地 軌 と呼ばれ る後進地城に対する国の具体的ア ク シ ョ ン と
して, 旧全線と同時に, F低開発地域工業促進 軌 く1961. 1 お よび
F新産業都市建設促
進法J く1962.51 が成立 した の で ある .
後者 く新産都射 に関しては, 当初, 大分と 岡山県南 く水 割 の ニ ケ所を指定する考え
方で あ っ た o そ の 当時すで に, 大分鶴崎地区に は富士製鉄 く後 日新 日鉄に合併 さるl, 水
島地区に は川崎製鉄が立地中であ っ た. しかし, 新鹿都候補地 は全国44 に達 し, そ の 中か
ら, こ の両地区を例外 とする太平洋 ベ ルト地帯以外 からの 地区に重点的にしぼ っ て指定す
る こ とにな っ た o 結果としては, 表1の とおりの13地 区となり, 日本海側から更に, 秋 田
と中海 く島根 . 鳥 取 が追加指定さ れた u と は言うもの の , 当時にお い てもなお,
r太平
く2I 毎日新聞社 rエ コ ノ ミス トJ, 1981. 61 23 お よび7. 7号 に お け る
r証言
.
. 高度成長期 の 日本Jo
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表 1 新産業都市の概要
根 拠 法 新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 く昭3 7 法 117l
地 区 名
道央, 八 戸 , 仙 台軌 常磐郡 山 新潟 , 松本諏訪, 富山高札 岡山県
南, 徳乱 束予, 大 分, 日 向延岡, 不 知 火有明大卒札 秋田湾, 中海
計1 5地区





昭和4 1年 7 月29 日く1地区lく中海l
地 域 の 指 定
昭和39年 1月30日く5地区Iく岡山県嵐 大分, 日向延岡, 徳鼠 東刊
昭和3 9年 3月 3 日く5地区lく松本諏訪, 新潟, 常磐君批 仙台鳳 八戸
.
l
昭和3 9年4月 4 日く3地区1く富山高軌 道央, 不 知火有明大牟卸
昭和40年1 1月 1 日く1地区lく秋田l
昭和4 1年1 1月1 6 日く1地区1く中海l




昭和41年 3月 2 日く1地区j 仲海う
亡出典 鳩 企庁 F総合開発行政 の 歩 み止 く1975. 3I
洋 ベ ル ト地帯構想J 諭は地域開発政策の構想として政府部内に残り, 政治問題としても,
太平洋 ベ ル ト地帯側の各候補地区を納得せ しめえな い状態のままに, 新鹿都市法に対する
まき返しが行 われて, 1964年 7月 に F工業整備特別地域整備促進法Jが公布施行された .
は1
こ の 工特法に指定を受けた地域は全て, 太平洋 ベ ルト地帯の 6 ケ所である く表2l o
表 2 工業整備特別地域の概要
根 拠 法 工 業 整 備 棒 別 地 域 促 進 法 く昭39 法 14 6j
地 区 名 鹿臥 束駿河湾, 東三河, 播磨, 備 後, 周南 計 6地区
地 区 の 指 定 昭和3 9年 9月1 5日
区域 の 指定変更
昭和3 9年 9 月1 5日く6地区指定1
昭和40年 3 月1 2 日くうち 4地区 の 区域変更1く注1l
昭和40年1 1月 1 日くうち 1地区 の 区域変更lく注2l
区 域 面 積 7,564km2 対 全国比 2.1%
基本計画 の 承認
昭和40年 2 月2 7 日く6地区 の 計画承認l
昭和40年10月1 6 日く区域変更 の あ つ た 1地区 の 計画変更 の 承認1く注3l
昭和40年12月1 0 日く区域変更 の あ つ た 3地区 の 計画変更 の 承認うく注4l
く注1 0 東駿河湾, 播磨, 備 後, 周南地 区
C21播磨地 区
61東駿河湾地区
ゆ播磨, 備後, 周南地 区
亡出則 経企 庁 F総合開発行政 の 歩みAく1975. 3j
t31 rエ コ ノ ミ ス トJ 1981. 6. 23, p .88-89.
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新鹿都市法は, そ の建設目的として, 大都市にお ける人口 と産業の 過度集中の 防止, 地
域格差の 是正 とともに, 雇用 の安定を図るため に, r産業 の 立地条件 . 都市施設の 整備に
より, そ の地方の 開発の 中核となる新産業都市J の建 設を促進する, と 唱われ て い るo 新
鹿都市の 計画事業は, r拠点開発J として, 後進地域 く旧全線で の r開発地域Jl に大規
模な工業都市を建設するこ とを目的にして い るo そ の 意味で は, 工樽法の 目的が太平洋 ベ
ルト地帯の 工業立 地条件に優れ, か つ 工業が比較的に開発されて い て, 投資効率効果も高
い と認められ る地域 を対象 にして, r工業 の 基盤と なる施設等の 一 層 の 整備J と r工業発
展の促進J におか れて い た こ ととは, 基本的に異質の 開発政策で あ っ たo だ が , 後進地域
の 計画的 な開発構想は, 建設省の 訂昭和38年 亡1963j 度建 設白書J に み られ る よう に ,
r局部的な地域の 計画J に限定するこ となく, r外部経済の 集積 の 利益J を享受 しや す い
ように, く1J各地方における r外部経済の 集積をも つ 中心都市J の 育成, く2ン当該地方の 各地
域とその都市との 連絡, く31国土 の 二大中枢である京浜 . 阪神両大都市地域との連絡を容易
にする, と い う施策と の 一 体性を持たさせようとするもの で あ っ た o そうした意味では ,
旧全稔の枠組みに沿 っ た 内容 にな っ て は い るが, r太平洋 ベ ル ト地帯構想J とも連結した
と こ ろもある .
3. 新産業都市建設の全国的動向
以上の ように, 政府 の 二 つ の開発政策の枠組みを妥協させた の が新産 . 工特制度と言え
る . こ の こ とは後に触れる大分 地区の 事例で典型的にあらわれて い る . 当地区は , 当初か
ら地区指定の 内定されて い た と こ ろであるが, 水島地区 く岡山県南l とならんで , 太平洋
ベ ル ト地帯 に立地 して い る o 他 の 地区が ベ ルト地帯をはずれて い る こ とを見るならば, モ
デ ル地区とされ る大分地 区の 検討はきわめて重要となる. こ の こ とは さておき, 新産都市
計画事業は, 地方 の 工業拠点建設による所得の 地域格差を是正 な い し縮少するこ とを意図
するもの であるが, 計画事業の進捗 は, こうした事業目的をどれ程実現しう るもの であ っ
たで あろうか o ひ とまず, 同計画事業の ス タ ー トか ら20年間の 全国的な実績を総括評価
し, そ の 一 般的な問題点を指摘してお きた い o
くり エ業用地の造成 と企業の 立地
新鹿都市計画地区は, 長野県の松本諏訪を除くと, 全てが海に摸 し, 主と して港湾を核
とする臨海工業用地の 造成 , そ こ へ の基礎素材型の産業 く鉄鋼 . ア ル ミ製錬 . 石油化学等l
を中心とする工場の集積 立地と いう構想を掲げて 出発 したo たしか に, 1960- 1973年の 高
度成長の 波に の っ て , 新鹿都地区も, こ の 全国的な立地 ブ ー ム の 中で , そ の全国比を11.
5% ライン に維持してきた o 工特地域 の 方は全て太平洋 ベ ル ト地帯に位置し, 1970年にか
けて, そ の全国比を大巾に高め て, 臨海型 コ ン ビ ナ ー ト形成 の 立地 メ リ ッ トが比較的に高
く作用 した.
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表 3 新鹿都市 . 工特地 区, 工場立地の 動向絵描表
注l 昭4 2- 56の 立 地
亡出輿コ 国 土 庁 部 内 資 料
しか し, 二度にわたる石油危機を契機にして, 我が国の経済も, 基礎素材型産業の軒並
み の構造不況となり, 内需低迷も相ま っ て, 安全成長 - と移行した. こ れを反映して, 産
業構造は著しく変化し, 社会関係や消費生活の変化に対応して , 第 一 次の衰退と第二次産
業化に つ い で , 第三次産業化の 急進と くサ ー ビ ス エ ソ フ ト経済化, が進展したo こ れ は,
工業 の新規立地 に質的な違 い としてあらわれ ると共に, 1974年から1978年にか けて, 量的
に も大きく低迷する と こ ろとな っ た8 新産業都市地区でも, 例外では な い が, 対全国比で
は, むしろ若干その 比重を相対的に高めて い る. しかし, その 立地 の 中味を検討してみ る
と, 臨海型の 基礎素材型産業 にお い て, 大規模な生産 か ソト . 設備廃棄 一 工場閉鎖や海外
立地が見られ, 高付加価値製品の開発 . 生産工程の 技術革新と ソ フ トの組込み . 川下部門
の 強化など取り組まれて は い る も の の , そ れ は, 新規立 地に結び つ かな い で い る. 代 っ
て, くサ ー ビ ス 言 ソ フ ト化l に伴う加工組立て型の 産業 くエ レ クト ロ ニ ク ス . メ カト ロ ニ
ク ス等l を中心として, 内陸部 へ の 立地 が進み, 地方的には, 関東を除くならば, 九州と
東北 へ の集約的な立地がみられ たo 新産業都市地区でも, 個 々 の進度 . 業種構成 . 用地造
成およぴその 他の用水 . 交通網などの整備状況によ っ て, 多様化がみられるようにな っ た o
表 4参照o
新鹿都市計画事業による全国の 造成済み 用地は12484.1baで, そ の約%が空地 と して
残 っ て い る o 地区別で見る と, 内陸部の松本諏訪, 太平洋 ベ ル ト地帯の 岡山県南および不
知火有明大牟田 く福岡分l が ほ ゾ 完売して , 100%の 立地を実現したo しか し, 他方, 特
に道央 . 骨盤郡山 . 新潟 . 東予 . 日 向延岡の 各地区は, 売却率, 立 地率ともに低調に終 っ
て い る o 工特地域は , 全体的に , 売却率92%, 立 地率84.4%と, 太平洋 ベ ル ト地帯として
の メリ ッ トを大きく享受して い るo 開発拠点として の 工業用 地造成と立地状況は, 依然と
して , 太平洋 ベ ル ト地帯の新産業都 . 工特地域が, 北海道 . 東北 . 北陸 . 山陰 . 四国等を
抜きん出る と いう結果におわ っ た の である.
くiり 立地業種および産業構成
工 業.集積度の 実構図く図 い に見るように, 全般的に は, 工業集積効果は出て い ると言え
るが , 地区別に詳しく検討すると , も ともと集積度の 高か っ た地区は全て太平洋 ベ ルト地
帯に所在し く岡山県南 . 東予 . 播磨 . 周南 . 東駿河湾1, 集積度上昇が著し い と こ ろも, 川
大分 . 福島 . 束三河 の太平洋 ベ ル ト地帯の 地区か, t2J常盤郡山 . 仙台湾の 表東北の 地区,
もしくはC31富山高岡. 秋田湾と いう裏北 日本の 地区とな っ て い るo こ の 間, 九州 の 日向延
岡は, 道央と並んで, ほ と ん ど集積効果が出て い な い o
.
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表 4 新鹿都 . 工特地域工業周地 の造成 . 立地状況






































団 国 6l 団 6l 団 国
造 成 済 造 成 中 工業用 地道 売 却 済
面 積
売 却 率 売 却 済 立 地 率
エ 業 工 業 成計画面稗 くGllO 中 の く6llO
用 地面 積 用 地 面積 CO,母は除くl x 10l 立 地 済両 横 X100I
道 央 3,260. 8.0 1,136.0 2,516.0 77.2 1,586.0 48.65
八 戸 643.1 21.0 ll.4 531.5 82.6 523.1 81.34
仙 台 湾 895.4 1 8.8 153.2 761.1 85.0 7 01.4 78.33
秋 田 湾. 587.0 4.0 16.0 532.0 90.6 520.0 88.58
常 磐 郡 山 1,007.0 150.8 391.5 743.5 73.8 635.2 63.06
新 潟 857.1 280.6 176.7 482. 56.3 335.1 39.09
松 本 諏 訪 147.0 1.0 127.0 145.0 98.6 145.0 98.64
富 山 高 岡 529.3 80.4 22.7 387.9 73. 377.4 71.32
中 海 358.5 75.0 1ヰ9.7 298. 83. 264.6 73 80
し鳥 取I り84.2I. くOl り37.71 く163.5l く88. 郎 く132.01 C7l.66l
く島 根1 く17 4. 31 く75.Ol く12.Ol く135.31 け7.61 く132.6l く76.061
岡 山 県南. 1,351.3 1 4. 0 1,344.4 99.5 1,34 .4 99. 48
徳 島 243.2 24.3 37.6 23.9 96.2 190.1 78.16
東 予 588.1 230.4 ll.6 482.4 82.0 357.2 60.74
大 分 1,382.6 127.7 0 1,265.8 91.6 1,194.0 86.35
日 向 延 岡 128.0 0 29.0 117.0 91.0 39.0 30.46
不知火 有明
大 牟 田
506.5 25.4 68.1 404.6 79. 373.0 73.64
く福 岡l く38.Ol くOl く48.1l く38.01 く100.Ol く38.Ol く100.00l
く熊 本1 く468.5l く25.4I く20.Ol く366. l く7 8.2l く335.Ol U1.50l
新 産 地 区
計
12,484.1 1,061.8 2,330.5 10,246.1 8 2.1 8,585. 6 8.77
鹿 島 2,481.0 306.8 0 2,395.6 96. 2,366.1 95.37
東 駿 河 湾 ll.9 0 0 ll.9 10 0. ll.9 1 00. 0
束 三 河 I,241.3 363.0 0 980.6 7 9.0 947.0 76.29
播 磨 703. 0 61.3 639.2 9 0.2 5 28.6 75.16
蒲 後 1,276.7 28.2 49.5 1,194 .6 9 3,6 1,045.3 81.87
く広 島I く1,21 3.8l ぐOl く49.5l く1,557.3l く95.3l く1,000.Ol く82.38l
く岡 山I く62.9l く28.21 くOl く37.31 く59.3l く37.3l く59.301
周 南 535.9 43.5 28.0 521.6 97.3 375.6 70.08
工 特 地 区
計
6,250.1 741.5 138. 5.743.5 91.9 5,274.5 84.39
新鹿 . エ特
地 区 計
18,734.2 1,803. 2.469.3 15,989.6 85.3 13,860. 73.98
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1. 0 2. 0
図1 新鹿 一 工 特地 区の工業集積度の推移
1. 番号ま 表 4 に従う
2. 工 業集積度 - 1ノ2 X 亡く
当該地 域 人 口 一 人 当 り
人 口 一 人 当 り
亡出典コ 国土庁部内資料 より 作成
当該地 域 可 住地 当 り工 業出荷額
可 住地 当り 工業出荷額全国平均値
従 っ て , 新鹿 . 工特計画事業で どの 地区が工業立地を中心にした新たな産業開発の 拠点
づくり に 成功したかが問居となるo そ の 検討の ため の 一 つ の 指標として, 工業出荷額の 計
画達成状況 く表51 をみ てお こうo
第 一 次 基本計画で の 計画達成率 く1975年 の 新鹿 . 工特平均集積働 の94% を大巾に上
回 っ たと こ ろは, 内陸型の松本諏訪, 太平洋 ベ ルト地帯の 岡山県南 . 東予 . 末駿河湾 . 束
三河 . 備後 の各地区であり, 後進地域 で は富山高岡地区と秋田湾地 区の 二 つ にと どま っ たo
周南 . 常盤郡山お よび九州の大分 の各地区は, もともと先行する計画事業や民間の進出な
どで工業集積度も高か っ たが, そ の後 の著し い 集積度上昇 にもかかわらず, 工業出荷額の
計画達成では大きく低迷する と こ ろとな っ た . 日向延岡地区は, こ , でも落ちこ ぼれ組で
ある o
61
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新産業都市に関する大分 と熊本地 域 の 事例研 究
第二 次計画で は, 1978年実穣値で みると, 松本諏訪と東駿河 湾にお い て , 工業出荷額 の
計画達成率の伸 びが続 い て い るほか は, おしな べ て, 第 一 次 で好調だ っ た 地区が軒を並 べ
て低滞し, 後進地 区では道央と秋田湾の場合には, 達成率10% 台と失速をしるしてさえ い
る o
こう した地 区ごと の 大きな格差と明暗は, その背後 に工業化の 産業構成的な差異の 問題
をかかえて い るもの である o 大まか に言う と, 第 一 次基本計画期では, 基礎素材型の 工業
化の メ リ ッ ト が出たが, 第 二次計画期以降には, 機械等の 組立 て型工業化の時代に入 っ た
の である o 常盤郡山と松本諏訪を除く各地 区は, 規模 の差はあれ , そ の施行にお い て い ず
れも, 臨海部を計画区域の核の 一 つ に配して重化学工業化 二 基礎素材型を目標とした事業
を第 一 次基本計画期に実行した o 新産業都市の そうした類型と して, 大分地区を岡山県南
地 区とともにあげる こ とが出来るo く図21にみる とおり, 基幹産業くこ 基礎素榔 比率の
高度化に支えられ て, 機械工菓の 低比率を補 い, 重化学工業化を果した と こ ろであり, い
ずれも三大港湾地域には入らな い が, 太平洋 ベ ル ト地帯に位置 して い る o 新鹿 . 工特 の地
区のう ち, 基幹産業比率が全国平均を上回 っ たと こ ろは, い ずれもこ の ベ ル ト地帯に立地
しており 洞 山県南 一 大分 . 鹿島 . 備後 . 周献 , こ の地帯をはずれ た地区としては唯 一 つ ,
内陸型の松本諏訪地区があるo 同地区は, 基幹産業比率では ボ ー ダ ー ライ ン ながらも, 坐
図2 新産都丸 工特地域各地区の重化学工業化率 く49年実轟削






















































































































桂 木 健 次
l
国 - の 機械工業比率を実現して い る.
と こ ろで, 臨海部に 立地した企業の 多くは資源多消費型であり, 原材料を輸移入に依存
して い る . 従 っ て , 景気変動の 影響 と国際市況をもろ に受けや す い o しか も, くも の 離
れl と石油危機以降, こ れ ら企業の設備投資は止 っ て お り, 公共投資もまた抑制 ぎみ で,
熟 こ は需要減による市況悪化, 海外産素材との価格競争力での 劣勢 悌働 力
. 電力 コ ス ト
高l に伴 っ て, 過剰設備の 破棄すら生じて い る .
くiiil 生活基盤 . 人 口 の 計画達成状況
なお, 新産業都市建設計画は単なる 工業拠点の 開発だ けで なく,
r産業を中心とする都
市の 開 乳 の ねら い があ っ た o 施設整備に関して は, 第
一 次基本計画で は, 生産関連 に重
点がおかれ, そ の 実横倍にお い ても, 人 口増 と比較して生活基盤の 環境整備が相対的に立
遅れる結果にな っ た . なお, 人 口増も, 札幌 . 仙台
. 岡山と い っ た 地方中枢管理都市をか
かえる地区 僅 央 一 仙台湾岡山県献 , および太平洋 ベ ル ト地帯の 三大港湾に隣接 した鹿
表6 第 一 次基本計画及び 第二次基本計画にお ける施設整備の 進歩状況
第 一 次 基 本 計 画 第 ニ 次 基 本 計 画
39- 50年渡累稗投資爽確 ほ 削 実 質 達 成 率 51- 55年皮累稗投資東棟t 名巨H 爽 常 連 成 申










道 央 1.735.839 864.4 8 871,391 177 178 177 2,49l,575 I, 013,667 1.405,908 91 98 57
八 戸 235
,
704 139, 01 96,403 102 12ち 80 296, 422 l38,l76 158,246 96 106 89
仙 台 湾 621,470 325,6 0 295,820 12 125 122 94 ,076 308.1 6 633.890 100 102100
秋 田 湾 236.368 l22, 02 114, 66 109 l12 lO5 333, 94 148,245 185,149 80 79 8l
常 渉 郡 山 455.659 267,016 188,643 97 109 84 56,568 252, 00 294,068 92 92 92
新 渦 524,597 291,676 232,9 1 l16128 104 634,858 269. 868 364,990 85 82 87
松 本 諏 訪 306 23B 181, 081 145, 1 7 99 100 99 532,085 199,347 332.738 84 78 88
宵 山 高 岡 409. 419 271, 036 138, 3 95 105 76 581,945 287,902 294.0 3 94 95 94
中 海 289, 223 163. 121 126, 102 118 119 l17 497,066 229,689 267,3 7 96 83 112
岡 山 県 南 699, 407 3581 65 341, 242 86 88 84 636,629 300, 47 336,582 76 80 72
徳 島 337,851 18 .656 155.995 108 113 103 376, 361 143,869 232,492 74 57 90
栄 子 209, 23 143,797 66,l26 72 90 51 412,833 l91.839 214, 994 116 118 115
大 分 332, 46 213,6 4 118,612 100 121 78524,837 210,544 314,295 77 65 88
8 向 . 延 岡 167,568 94.508 73,060 86 103 El 181,751 94,648 87,103 107 113 101
不知 火 .有明 .大牟田 604,220 325, 875 278,545 99 109 El 905, 21 324, 194 581,327 100 84 112













203 90 88 g2
鹿 島 295,33l 216. 83 79, l48 113 134 79 205,978 104.091 101. 887 68 65 72





128 398. 668 115 98 127
東 三 河 323,734 201, 3g l22.695 83 92 70 534,454 155.699 378, 55 91 86 93





622 338,403 76l,219 El 84 80







016 89 81 94
周 南 220, 27 130,916 89. 111 67 104 78 406,947 l93,619 213,328 88 EEl 74





78 3,330,913 1.155.040 2 ,175.873 88 87 89







076 90 88 91
亡出典コ 表3 に同じ
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人 口 増 6,
%
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l の 人 El増
50% 100%
生活基盤比重
図3 第 一 次基本計画期にお ける生活基盤と人口増の 相関
注l 番号は表 4 の地区を示す
亡出輿コ 国土庁 資料より作成
表 7. 人 口 の 計 画 達 成 状 況
く単位こ万 人1
第 一 次 基 本 計 画 弗ニ 次基本計画 5与ノ40
増加率く% l
35くA1 40 50くBI 50く目標7くc 達成率く%1 55くDI 55く目標IくEl 達成率く%1
道 央 129 156 211 207 105.1 233 240 78 .1ー
0
49.5
八 戸 33 34 38 44 45.5 40 42 55.2 16.8
仙 台 湾 80 87 106 105 101.0 113 118 6l. 9 30 .9
秋 田 湾 30 31 35 43 38.5 37 38 76. 0 21.7
常 磐 郡 山 82 81 83 101 5 .3 87 88 75. 1 7 .1
新 潟 70 72 79 90 45.0 84 86 77,0 17.3
松 本 諏 訪 53 54 58 67 35.7 61 82 70.8 13.5
高山 . 高 岡 75 75 80 92 29.4 83 86 54.1 ll
.
2
中 海 54 54 57 61 42.9 60 60 86.3 l1.0
く鳥取1 く201 く201 く2い く231 く33.3l く221 く22l Eコ田 13.3く島根I 亡34l く34I く36l く38l く50.Ol く371 く381 ロEl 9.7
岡 山 県 南 90 94 118 139 57.1 124 129 54.7 31
. 5
徳 島 45 46 50 62 29.4 53 54 67.2 14. 6
束 子 41 48 50 64 6 .7 50 52 36.5 6,8
大 分 45 47 56 64 57.9 61 El 91.4 29.9
日向 . 延岡 21 22 23 36 13 .3 El 24 118.0 9.5
不知火 .有明 . 大牟田 EEl 1 46 147 16 6 A 26. 7 EEl 157 71.2 5. 9








297 l . . 21. 0
鹿 島 19 18 2 3 35 25. 0 24 29 17 ,4 31, 5
東駿 河 湾 67 74 89 94 81. 5 94 96 63 .0 26. 5
東 三 河 49 53 61 68 63. 2 64 68 46
.5 21.9
播 磨 106 116 144 155 77. 6 155 156 94.8 34. 4
備 後 12 74 85 92 65. 0 86 細 39.4 16. 7
く岡山I り2l りい り11 u6l くA 25.Ol りい く1り Eココ 20.6
く広島l t60j く62う く741 く76ン く87.5l く76l く771 EI ヨ ム 4.9周 南 38 39 44 59 28.6 45 47 48.5 16. 4
工 時 計 351 373 446 503 . 468 484 58.8 25. 5






,733 1, 781 66 .8 22.2
全国 く除沖鈍l 9,254 9,734 ll ,010 ll,508 18
.0
. 出典は 表3 に同じ
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新産業都市に関する大分 と熊本地 域 の 事例研 究
表 9 財 政 力 指 数 の 推 移
地 区 内 市 町 村
40 El 56 40 El 56
道 央 0.80 0.53 0. 54 0.4ー1 o.41 0.41
八 戸 0.4 4 0.47 0.52 0.25 0.25 0.28
仙 台 湾 0.7 5 0.78 0. 80 0.41 0.55 0.58
秋 田 湾 0.64 0.57 0.62 0.23 0.2 5 0.28
常 磐 郡 山 0.4 8 0.47 0. 53 0.30 0.34 0.4 1
新 掲 0.61 0.67 0.34 0. 38 0. 38
松 本 諏 訪 0. 68 0.60 0.64 0.41 0.4 3 0.45
富 山 高 岡 0.70 0.70 0.41 0.44 0.46
中 海 く鳥取l 0.52 0.51 0.57 0.24 0.4 2 0.45
ノノ く島根I 0. 39 0.45 0.51 0.25 0.25 0.24
岡 山 県 南 0.8 5 0.91 0.87 0.43 0.49 0.49
徳 島 0.6 0 0.59 0. 64 0.24 0.26 0.27
束 子 O67 0. 66 0.32 0.38 0.34
大 分 0.6 0 0.70 0. 76 0. 29 0.32 0.32
日 向 延 岡 0.53 0.49 0.50 0.27 0.27 0.29
不知 火 . 有明 . 大牟田 く福岡l 0.47 0.48 0.60 0.55 0.58
lI く熊本1 0.47 0.42 0.58 0.27 0.31 0.32
鹿 島 0.29 0.80 0.60 0.40 0.53 0.54
東 駿 河 湾 1.02 0.83 0.87 0.88 0.75 0.78
東 河 0.71 0.79 1.05 0.73 1.0 5
癌 磨 0.94 0.80 0.80 0.84 0.67 0.64
備 後 く広島l 0.67 0.86 0.75 0,71 0.62 0. 57
JI く岡山l 0.44 0.4 3 0.49 0.43 0.49 0.49
周 南 1.03 0.7 0 0.83 0.56 0. 52 0.46
出典. は 表 3 に同 じ
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島 . 播磨 . 大分 の地区にお い て著しく, 樹 こ道央と仙台湾の場合には, 人 口達成率にお い
て100% を越えてさえ い る .
続く第二次計画では , 第 一 次計画期 に顕在化した生活環境の 整備の 立ち遅れと公害問題
へ の対応を組み入れ て, 生活関連施設の 整備に重心が移 っ たo しか し, 計画達成率 で見る
限り, 第 一 次計画期よりもむしろ後退しており, 前期で整備率の低 か っ た大分や 鹿島地区
の 場合, 引き続き低調に終 っ て い る. 1979年度末の 生活関連施設の整備水準は, 幾 つ か の
施設整備 く特に下水道 . 一 般県道以上のi乱削 では全国水準すら下回る.新鹿 . 工特地 区が
多 い こ と, そもそもこ れ らの 地区で は, 当初 の水準が低か っ た上に 人 口 や工業集積 の伸び
に対して , 生活関連の 整備 が十分 に追 い つ き得なか っ た こ とを示して い る o と は言え, 第
二次期にお ける人口 の 増減は, 地区間の 不均衡を低減させ, 平準化 してきて い る こ とを示
して い るo
また, 新鹿 . 工特 の所得お よび財政効果に つ い て は , 食管 . 社会保障 一 公共事業全般の
政策体制による後進地域 - の大都市圏からの 社会的トラン ス フ ァ効果と の 区別が困難であ
るの で, た で 次 の 諸点だけの指摘 にと どめて お こう o 川新鹿 . 工特地域の 第二次産業就業
者の 増加 と高度化には 一 定 の効果を認めうる o 新鹿 . 工特地区の対全国 シ ェ ア も, 1960年
の3.86%から1975年に は4. 91%に増加した o く2I指定区域内の 市町村の 財政力指数平均値お
よび関係道県の 財政力指数では, 半数以上の 地区では上昇改善の傾向を示して い る o 九州
でも, 大分および不知火有明大牟田地区の 関係分がそうであるo しか L, 日向延岡地区の
区域 内市町村で の財政停滞は著 しく, 道央 . 秋 田湾 . . 備後 の 各地区と ともに, 当該県財政
は全国平均値 く1965年度0.60, 1981年度0.45J をすら大きく下回 っ て い る o t31新鹿. 工特
地区 へ の財政上の 特別措置 く国庫負担率カサ上げ, 地方債充当率引上げと利子補晩 不均
一 課税減収分の補填措置l は, 市町村主体事業に と っ て相応の メ リ ッ トとな っ た. く41Lか
し, こうした効果も1975年頃までで, 連休用地 . 工場用水 く過剰分1 の建設金利が財政運




こ の うち, 大分 と不知火有明 く熊本別 の 二 つ をとりあげる最も大きな根拠は , こ の 二
地区 の新産業都市建設計画事業が, テ ク ノ ポリ ス構想事業にお ける r母都市J 又は r臨空
軌 工業用地の基盤形成に無駄なく生きた事例であるからで ある o 同じ臨海型 工業開発を
持 っ た北陸の 富山高岡地区の テク ノ ポリ ス構想にお い ては, 臨海部の新湊市域が完全に切
り馳されており, こ の事例と対照的であるか らである o
くり 大分地区の 事例
大分地区 個 41 は 3市 7町からなり く行政面横1,149.85km 2l, こ れまで の 主要な事
業項目は輸送施設 く新空港建設に伴う道路網の 整備を含むl, 住宅 . 住宅団地および臨海工
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図 4 大分地 区新産業都市位置図
魯 新産業都市指定区域
くつ テク ノポリ ス 区域
女 新 空 港
業周地 の造成である o こ の ように足 と住と工場が 一 体的 に進捗され た地 区は全国でも稀 で
ある .
臨海工業地帯造成事業 く埋立 てl は, 新鹿都計画よ りも7年前にすで に r大分鶴崎地区
臨海工業地帯開発 計画 乱 く1957割 にお い て, 実質的に ス タ ー トして い る. 新鹿都指定
以前 に, 第 一 次 基本計画の 埋 立 て 工事 く1 - 5号地, 計1,067hal は全て 着工 ずみ で あ
り, こ の まま新鹿都計画の 内容に引き つ がれ る こ とにな っ た に うした例は他の地 区でも
多々 見うけられ るlo そ の 後, 6号 B地区まで を含めて, 1984年2 月現在まで , 1,324.6
haの 臨海部工場用地 が埋立 て造成され , 1 - 5号地は全て売却済み で, 工場稼動中で あ
る o 6号地く1973年度着工l の うちAと B地区が売却済み くC地区は なお造成 判 , 7号地
69
桂 木 健 次
表1 0 大分地区新産業都市計画事業の 進捗











工 場 用 地 42,8 34 2 3,1 65 65,9 9 9 7,47 5 73,474
工 業 用 水 道 9,5 5 1 2,0 76 l l,6 2 7 50 3 12,13 0
輸 送 施 設 93,1 9 1 l 15,4 86 2 08,6 7 7 2 1,43 0 2 30,10 7
通 信 施 設 47,6 07 4 3,3 25 90,9 3 2 12,1 35 10 3,
.
06 7
国 土 保 全 施 設 20,3 04 24,9 41 45,2 4 5 5,3 51 50,59 6
.生 産 関 連 計 213,4 87 20 8,99 3 4 22,48 0 4 6,8 94 4 69,37 4
住宅 . 住宅 団地 54,0 94 2 10, 8 1 2 64,27 5 40,2 02 304,47 7
水 道 . 下 水 道 23,1 8 1 34,6 18 57,7 9 9 6,5 87 6 4,3.86
教育 . 厚生施 設 23,6 6 3 38,0 38 6 1,70 1 8,7 09 7 0,4 10
職 業 訓 練 施 設 265 1, 5 3 1,4 18 5 01 1,9 19
公 園 . 緑 埠 5,9 9 O 17,7 5 5 23,7 45 2,3 47 2 6,0 92
そ の 他 ll,5 6 6 13,2 06 2 4,77 2 1,777 26,5 49
生 活 関 連 計 118,7 5 9 3 14,9 5 1 4 33,7 10 60,12 3 49 3,8





生産 関連 64.3 39.9 4 9.3 4 3.8 48.7
生措関連 33.7 6 0.1 50.7 5 6.2 5 1.3
第 1次 第 2次 第3 次
228.4 28.8 4 4.9
18 0.2 13.1 l.3
13 3.4 1 05.8 4 2.8
20 1.5 80.2 4 3.5
17 3.8 109.5 3 4.9
16 5.2 74.1 4 0.9
1 11.2 13 3.2 4 0.7
8 0.2 6 7.0 17.5
2 10.6 13 4.5 32.0
54.0 1,4 2 5.0 54.9
26 0.4 8 1.6 23.5
57.8 2 5.3 23.5
1 06.4 10 1.0 33.1
1 38.0 8 8.9 36.0
注 第 3次 は , 57年計画ま での
2年間 の数値
亡出身コ 大分県企 画能 吏 r大分 地区新産業都市の 概 況J く昭58. 1l p . 12
A B地区も売却済み くC 地区と8号地は計画段階l と言う状況にある o 1972 - 73年に着工
した造成地に対しても1975年以降なお企業立地 が引き続 い て い る く三井造船をは じめl こ
とほ, 全国的にも, 臨海部としては他に例をみを い o
また, 内陸部では, 東芝 く大分市域l, 日本テ キサ ス く日 出町l な どの 技術先端産業の
諸工場が, 1970年以降引き続き立地しており, 臨海性素材産業 の伸び悩み をカ バ ー して,
新産都地区の 工業力を高め て い る. 地区 の 工業出荷額は, 1980年を頂点として , 重化学工
業 くとくに基礎素材l の 操業率低下が響 い て低滞期に入 っ た が, こ れら工場はそれでもな
お, 各企業の 最新鋭 の ビ ル ト施設であ り, 大幅な縮少をまぬ がれ て い る. 1982年 1月現
在, 立地企業51のうち, 大分市域は39くそのうち化学 . 石油が12, と工業集積を見たが ,
機械 . 金属製品などの 集積も進み く立地12のうちの 9を占め る,, テ ク ノ ポリ ス の r母都
市J として, 工業面で も今後に展望を望みうると こ ろであるo
こうした新基軸的な産業業種 の立 地は, 新鹿都計画と並行して い ち早く着工, 1971年11
月に開港をみ た大分新空港 く安岐町l が及 した経済効果にも大きくあずか っ て い る .
こ の 間, 新鹿都地区の 区域人口 は, 大分市および別府市の都市化に伴う周辺人 口増とし
て顕著である o 特に大分市は, 九州 の 県庁所在地 の 中でも最高の伸びをしる し, 区域人口
の 全県に占め る割合を1960年の36.0%か ら, 1980年には49. 3%と大きく押し上げて い るo
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年 くF YI 39 40 41 42 43 44 456 47 48 49 50 51 52 3 4 55 56
計 2 3 1 4 0 10 7 6 64 0 1 0 1 1 1 3El
化 学 1 1 1 6 3 1 13
鉄 鋼 1 2 3
非 鉄 1 1
機 械 5 2 2 1 1 1 12
食 料 品 JI 2 2 1 1 7
繊 維 1 1 2
木 材 1 HM 1
印 刷 1 1
窯 業 . 土石 1 1 1 2 11 1 1 2ll
拙 典j 表 8 に 同 じo




1 現在 単位 二ha














進 出 企 業
1 号 地 122,9 5.3 1 17.6 17.6 0 0 100
S
34 - 36
九州石 油 100 ha
九州電力 17.伝ha
2 号 地 170.3 6 3 164 164 0 0 100 36- 39 昭和電 工 164 ha
3 一 4号地 694 .5 35
.
5 659 659 0 0 100 37- 49 新日本製鉄 659 ha
5 号 地 78.6 0 78 .6 78.6 0 0 10 37- 38 中小企業団地 78.6ha
6 号 地 280.9 0
B 地区
52 .7 52.7 52.7 0 0 48
- 買霊芝完ナ 52 .7ha
7号 地A
I205.6f9.4
17 1.6 171.6 17.9 0 8 9.6 47 - 54三霊芝霊ナ 171.6ha
JI B 24.6 17. 17.4 6.9 1. 2 lI 住友 セ メ ン トほか
志 村 19.6 7.4 12.2 3.7 2.7 l2.4 82 51- 56
亡出典コ 表 8 に同 じ
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表1 2 人 口 の 推移
く単位二 人, % つ
35 年 40 年 45 年 50 年 55 年 50J45 55,JJ
,
4 5
大 分 市 207,15 1 2 26,4 17 260,584 320,237 360,478 22 .9 38.3
新 産 地 城 446,42 6 4 66,3 32 496,94 5 562,79 3 60 5,92 7 l3 .3 2 1.9
大 分 県 1,23 9,65 5 1, 87,480 1,15 5,56 6 1, 90,31 4 1,22 8,913 3.0 6.3
全 国 94,30 1,6 239 9,2 09,1 37 104,65 5,17 1 11 1,939,643 1 17,060,396 7.0 11.9
その 人 口増 の要 軌 こ関しては, 新産業都市建設の進展と IC 工場の立 地に伴う区域内就業
人口 の 増加, 就業構造の高度化, および これ に対応した住宅団地 の計画的開発があげられ
るo とりわ け住宅団地の 形成は, 新鹿都市計画事業の 一 つ の 大きな柱として取り組まれ ,
大分市城11団粗 杵築市1団地, 庄内町1団地が造成され, 挟間町や日生町での住宅建設
による ベ ッ トタウ ン化も進展して , 大分市と別府市の都市化が地区の 就業構造を 一 挙 に先
30 35 40 45 50 5年
亡出典コ表 8 に同じ
30 35 40 45 5055年
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l
進県型 く第三次産業就業者の 増加l に近づ けた o
と こ ろで, 今後 の テク ノ ポリ ス建設 - の展望にお ける新産業都市計画の 第三次計画事業
に つ い て であるが, 臨海部をかかえる大分市は, 中津 . 国東ゾ ー ン の 産業開発 に対応させ
た r母都市J 機能 く人材育成l を重視した r総合的な都市機能を有する魅力ある都 市づ く
りJ として, 基本的枠組み で位置づ けられて い る o 勿論, 臨海部の基礎素材産業と関連産
業の 育成もまた, 開発目標におか れては い るが, 住宅 . 下水道 . 教育施設と い っ た生活関
連施設の 整備が, 大きな課題 とされて い る. 今後の 展開が注目される .
くiり 不知火有明 く熊本分l 地区の事例
不知火有明大牟田地区は福岡県と熊本県にまたが る . 熊本県にお ける計画区域 く図81
は, 福岡県分と の 接続市町村から南端 の 八代市にまたが る区域で, 大分 の事例 とは対照的
に, テクノポリ ス 指定区域の 方が狭くまとま っ て い て , 新産業都市計画区域の 広がりが極
端に大きくなっ て い る く5市29町1村l. 新産業都市建設計画事業と しての 主要なもの は,
輸送施設 くバ イ パ ス , 熊本新空港l, 国土保全, 工場用地 く有明臨海工業用地 . 八代臨海工
業用地l と い う生産関連, 住宅 く武蔵 ケ丘 団地l, 教育厚生, 水道下水道の 生活関連であ
図8 不知火有明 く熊本分l新産業都市位置図
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表13 不知 火有明 く熊本 別 新産業都市計画事業の進捗
項 目
投 資 実 績 く名 目う
罷. 319- 5誇 Ps . 521-5第8 畏.356溜,
進捗寧 く実質l









88. 9% 1 5. 9% 17.9%
4 3.6 47.1
0 .8 1 .2
45.6 82.5
1 35.2 6 5
.0 43.3
2 80.0 69.6 7
.7
13 8.8 7 1.6 6 2ー7
17 8.5 10 4. 1 8 0. 8
11 8 6 7 2 9






























. 5 79.6 53
. 9
1 90
.9 1 24.3 50. 9
112.1 10.7 2 4. 7
91.6 6 2.2 14. 3
7 4.3 8 6.0 4 8.9
10 01 815
水道 , 下 水
教育 , 更 生 喜三三冒至芸 喜三三吉喜 .7去ニ464746
職業訓練
I
82 2 33 13 3
公 園 , 緑 地 4,0 0 6 9 3 88 6 0 2 8
そ の 他
一 I
24,57 2 2 0,0 38 36 5 8 5







,1 30 56 7,41 5 56 6 219
4 8.0








注1 1. 単 位 100万円
2. ホ 54年度ま で , 井 5 8年 度 は計画
亡出典コ 熊本 県企画課資料
るが, 生活関連が他の地区と比 べ てみて, 高 い シ ェ アを占め て い る こ とは注目に催する o
工場用地 の 造成は, 臨海部 として, 有明 く長州町, 249haJ, 八代 く八代取 174hal の
用地をほ ゾ 第 一 次計画期に完了し, 前者を不ニサ ッ シ . 日 立造船 に, 後者を大島南工業団
地 として, 十条製紙 . 吉 田工業等にそれ ぞれ売却したo 1983年 3月現在の臨海部造成用 地
は413.2ha く造成中25-4hal, 売却率82.9%, 立地率91.4%と な っ て い る . こ の 地区は,
工業開発 の 主軸を臨海部 にお きながらも, あわせ て内陸部にお ける各種工業の 開発を図
り, 高浜 く荒尾fFl, 当尾原 . 松橋 く松橋 町 などの 工業団地を27.6ha造成し, その 売却
率87.0%, 立 地率90.4% く1983年3月現勧 とな っ て い て, その他にも計画区域内に, 玉
名市にブ リ ジ ス トン , 不知火町に九州電子琴の男子雇用型 . 先端技術型の 立地があ い つ ぎ
行なわれ たo しか し, 1978年以降に立地も沈静化し, テ ク ノ ポリ ス構想など行政による強
力な指導による立地誘導が迫られ て い る . こ の 間, 新産業都市計画区域の 工業出荷額は,
そ の対県比重を, 1964年の69.0%から1970年75.7%と高めなが らも, そ の後は1970- 1975
年には73% 台, 1976年以降は70% 強と低滞して い るか らであるo と は言え, こ の 間の電気
機械業の 集積 は著 し い もの があり, 食料品工業と並 んで , 他業種を抜き出て い る. そ れ
は , 区域外の 菊池地方 へ と更に工C 工場群の rテク ノ回軌 を延ば しつ つ あり, テ ク ノ ポ
リ ス 圏域の r母都市J の 土台が熊本市域を中心に形成された o
こ うした工業の 展開にと っ て新空港の建設が果した効果は こ , でも大きなもの がある .
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同空港は, 1967年 に着工さ れ, 1971年 4月かち供用を開始したが, その 後も新鹿都第二
三次基本計画期を通 して, 整備 . 滑走路延長 . エ プ ロ ン 増設が進め られ , 空輸による物流
時代に対応してきた o こ れ は, 高速道路 と バ イ パ ス 綱 の 整備 とあ い ま っ て, r臨空薄型J
の 企業立地を誘導し, 更に 工業団地化の構想と結びあ っ て, rテ クノ ポリ ス 臨空港開発J
モ デ ル の 基礎を形成してきた, と言えようo こうした観点か ら見れば, 新産都市計画事業
は, 熊本 の事例では, 臨海部に振りまわされずに, 交通 . 道路網 の形成 と生活関連施設に
大半の 力を振りむ けるこ と によ っ て , テ クノ時代 へ の骨組み と い う必要条件を形成するの


























さて, 人 口 の推移に移ろうo 全県人口 が1970年 にかけて減少し, そ の後 の 回復と漸増を
みた く1982年に1960年 人口を上回るl 中で , 地区人口 も1965年 にか けて減少したもの の ,
1970年以降 には い ち早く増調に変 っ た o 対県比重にお い てみる と, 1960年の57.1%か ら,
1980年に は65.1%に増え, 1980年計画目標の1,189千人 に対し, 1,163千人 と その 達成率
97.8% をマ ー ク して い る o こ れ は, 就業機会の 増大による区域内就業者の 増加と社会的流
出の 減少によるが, こ の 間 の都市生活環境の 整備が進み , 熊本市およびその周辺町村にお
ける人口集積 とな っ た こ と に大きくよ っ て い る. 熊本市の都市磯肯削ま, 給食開発機構がま
く41
とめ た研究による と, 経済機能 く非生産部門民間企業 の 本社 一 支社 の 件数を従業貞より
ウ ェ イ ト付 けl は, 九州で は, 福岡市 一 北 九州市に つ い で第三位, 行政機能では福岡市に
つ い で第二位, 文化 . 社会的機能 く大学 . 報道 . 出版 . 印刷業の 職月数l では , 福岡市 .
く41 総合開発機構r地 方 か ら の 産業振興J く198 1判 の 付表 r中枢管理機能 の 都市別構成J より o
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表14 業種別, 年度別企 業立地件数集計表
年度別
輩 唖
















鉄 鋼 業 1
2 3 9




機 械 製 造 薬 1 1 1 1 2
2
2 1 35
























食 料 品 製 造 業 2 1 1 1 1
1
2 2 2 1
53
繊 維 工 業
木材 . ホ 魁 n 魁 ,
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顛 井 . 土 石 製品数遺 草
金 属 魁 r
1 2 2 1 1 3 3 7 2 24
F7 1 1 1 2 2 2 1 2 1
そ の 他 の 製 造 紫 1 3 2 I 1 2 2 4
13
















6 4 .0 12 7 26 30 7 18ー11 一 芸至芸3
0
2 , 操寮開始年皮別
表1 5 新産業都市 く熊本刺 工業出荷額の 推移 鳩 目コ
菜種 . 年度 S
.
5 0年実凍 く達 成率l S
.
53年実務 く達成率I S . 56年東棟
化 学 工 菓 278 く48.0%l 403 く108.3% 1 845
石油 . 石炭 25 ぐ6.1l 25 く 104.21 33
鉄 鋼 業 221 く 100.4j 307 く8b.5l 337
非鉄金属菓 0 281 く562.01 422
機械製造業 935 く164.3j 1,3 48 く49.91 2 570
く- 般機 械l 338 .く8 2.6l 3 15 く45.9l
I
4 04
く電気機 械l 324 r 540.Ol 672 く128.OI 1 4.60く輸送機 械l 260 r 325
.OI 35 く24.Ol 698
く精 密機械l 13 く65.01 6 .r50.Ol 8
くAj 小 計 1,4 59 く72.2l 2,36 4 く67.7l 4
,
00 8
く28.8%l く3 3.2%, く40.8%l
食料品工 業 1,2 8 く 183.2l 1,86 4 く 125.2j 2 481
繊 維 工 業 287 く 203.51 484 く 11-5.2l a560
木材木製品 341 く210.4l 367 く57.41 385
パ ル プ . 舵 4 66 く 135.4l 495 く86 .4l 547ゴ ム製 晶業 116 く232.0う 122 く55.71 174
窯業 . 土 石 270 く139.8l 392 く93.6I 495
金属製 品業 332 く167.6l 464 く31.3l 446
そ の 他製造 515 く 367.8j 564 く69.5l 706
くBl 小 計 3,6 15 く 187.2I 4,75 2 け8.5l 5,79 5
く7 1.2%l く6 6.8%ン く59.2%1
合計 くA + Bl 5,072 く 128,4l 7,1 16 く74.61 9,8 03
く 10 0.0%ン く 100.0%l く 100.0%l
注1 単 位は 億円.
亡出典コ 熊本県企画課 資料
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桂 木 健 次
l




つ ち 就 業 人 口
1 次 2 次 3 次 計
35 1
,
061く57. り 194く42.5l 75り6.3l 18 く41. 2l 457
40 1,053く.59.41 161く34.7I 87く18.8l 216く46.5l 464
45 1,059く62.2l 142く28.5l 100く19.9l 258く51.6l 500
50 1, 05く64.2l 109く21.4l 116く22.8l 283く55.8l 508
亡出典コ 熊本県企画課資料 o 単位 は 千 人 %
表17 熊本 . 大分 新産業都市区域の生活水準 くS . 5 6. 31
中 心 都 市 区 域 全 県
熊本市 くcf. 大分市l 熊本くcf. 大分ナ 熊本 くcf. 大分l
水 道 普 及 率 93.1% く96.5%1 73.8% く83.2% l 74.7% く79.0%1





35 .0 く22.41 18.7 く23.9l 12.8
37.4人 く37.4人I 34.3人 く34.き人I 30.2人 く28.6人I
40.8 く39.6l 38.3 く38.7l 36,3 く34.5l
1万 人当り医師数
1万 人当り 一 般
病床数くS . 57I
29.0 19.0 15.0
2 19.1ノ末 197.9床 174.7床
し 尿 処 理 能 力 1.0 2E 0.89 R 0.8 4 R
ゴ ミ 処 理 能 力
1 人 当 り 都 市
公 園面積
公 共 老 人 施 設
収容率
-
0 .9 0kg 0 .77kg 0.7 8lくg
5 ,0 4m 2 く 6.7m
ll 3 .5 3rn2 2.6 2m 2 く3 .9 5m 2ー
2 5.3% 2 8.2% 26,9.%
持 家 率 45.9% く48.0%l 68.8% く56.4% l
亡出典.コ 大分県, 熊本県資料より
北九州市に つ い で第三位を堅持して おり, 1970年にか けて の低滞もその 後に回復をみ て い
る o こ れ は, 就業人口 の虚業別構成でも認め られ, く表161にみ るように, 第三次産業の 増
加と して著 しい o
と こ ろで, 熊本新産業都市の生活関連 - の 投資は, そ の生活環境の 従来の 立ち遅れを ど
の程度改善 させ たで あろうか o く表171で, 大分地区と比較して お い た . 熊本市の生活 . 文
化環境の 整備は, 今後 r国際都市J 化をめ ざすであろうが, ま だ課題を多く残して い る こ
とが言えよう.
5. 地域開発政策としての小括
新鹿 . 工特地域は , 政策理念として は, 後進地域の 開発拠点として モ デ ルさ れて い る o
1975年以降の経済の 低成長移行 と産業構造の変化をうけて, こ れらの 開発拠点も, そ の 累
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棟投資の 効果を十 分 に 発揮する場もな い ま - に 終止して い る o 1985年度に向けて の 第3次
基本計画も終盤を迎える こと に なるが , テ ク ノ ポリ ス の 突起化の段階の 今日, 第四次全国
紙合開発計画の 策定をひ かえ, 以 下の ような検討課題をかかえて い るo
省資楓 . 省空間の く内陸型l く臨空港 勤 の 工業化の指向に伴う工業開発適地 の規定条件
は変 っ たo 新鹿 . 工特の 中でも . 大 分地区と不知火有明地区 く熊本剣 は, 大型新空港の
早期完工 に伴うIC諸工場の 集積 など, 秋田港 くN ECの 進 齢 や東予地 区 仁 菱電機L SI
工 執 筆と ともに, 先端技術産業の 立地 が進展して い るo こ れ は , 主に, 市場原理が働き
やす い ような外部経済として の施設整備が, 新鹿都市計画事業として施行しえたと こ ろに
大きくよ っ て い る.
こ の ように , 新都市計画事業を今後の 新し い 方向に 活用 しうる整備として評価しうる事
例を, 大分 と熊本に見たが , さ らに今後も引き つ づ い て実施す べ き産業基盤の整備事業の
卿各を明示する必要があろう o それ は, 当該新鹿都区域の r中心都市, として の機能をテ
ク ノポリ ス の 鳩 都市J として の 機能整備と 一 体的にどう持たせて い く のか , と い う こ と
を明 らか に する こ とであろうo 大分地 区の事例では臨海部をかかえながらも, テ ク ノ ポ.I
ス の 鳩 都市J として の 人材供給の 中ヰ区的機能を大きくして いく の であるが, 北陸の 富山
にみ られ るよう に, 臨海部の テク ノ ポリ ス か らの切り柾しと言 っ た事例と比 べ ると, 新鹿
都か ら テク ノポリ ス ヘ の開発政策上の橋渡しに成功して い る と言えるo しかし, 逆に これ
故に , こ の 基礎素材型の 臨海部を どう積極的に再構成して い くかが 問わ れて い くで あろ
うo
施設整備や工場立地が遅れ た臨海部をかかえて い る遠隔地 の 地区 仇 州の場合では 日向
延 岡地 区で , ニ ー に つ い て は稿をあらため て検討するl に つ い て は, 他方 で港湾分野で の
行政需要の 創出と いう行政課題に よ っ て, 新L い事業を企画 . 計画し施行に移すと い う必
要く rム ダの 民主主乱l もかかえて い る o 従 っ て, 今後は, 住宅 . レ ジ ャ ー 基地をどう つ
くり出し, こ れ ら臨海部を活用 して い くか の 多面的検討が急が れて い る . 臨海部活用 の近
来来園を明示 する こ とは , 現在進行中の 新産都市計画事業が1986年度以降にむ けて , そ の
事業継続の 必要性を明確に主張する前提と しても不可 欠である o そ れはまた , 同時 に , 産
業構造と開発をリ ー ドする産業の シ フ トに沿 っ た長期的な地方産業の開発政策の か らまる
検討課題でもあるo こ の こ とは , 当該地 区がテ ク ノ ポリ ス構想をも つ か否か, あ る い は そ
の 圏域に 組 み 入 れ られ て い る か否か を問わ な い o 卒直 に 言 っ て, 新鹿都市の ある 地 区
- 例えば 九州 の 場合, 日 向延 岡と不知火有明大牟田 偶 同列 - は第 4次 基本計画を
施行する条件にな い o ある 地区, ある事業項目 は切 りすてる べ き で あろうQ ある い は 更
に , テ ク ノ ポリ ス構想に 一 本化して い く こ と の方が ベ タ ー であろう. そうした検討課題か
ら み ても, い わ ば成功例と い わゆ る大分地区と不知火有明 傭 本剣 の これ から の展開が
注目さ れて い るo と同時に, バ ラ色 の夢を持 つ こ ともまた危険である o
く脱稿1984. 4 . 10j
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